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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カルボキシル基を１以上有するアミドイミド樹脂と、エポキシ樹脂と、の反応により得
られる変性アミドイミド樹脂を含有し、
　前記アミドイミド樹脂は、少なくとも脂肪族エーテルジアミンを含むジアミンとトリカ
ルボン酸無水物とを、前記ジアミンが有するアミノ基に対する前記トリカルボン酸無水物
が有するカルボキシル基のモル比が１超となる配合比で反応させて得られるものであり、
　前記エポキシ樹脂は、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡＤ、ビスフェノールＳ及び
ビスフェノールＦのジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡのエチレンオキシド付加体
のジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡのプロピレンオキシド付加体のジグリシジル
エーテル、ビスフェノールＡノボラック樹脂のグリシジルエーテル、又はビスフェノール
骨格と柔軟性骨格とを有するエポキシ樹脂であり、
　半導体素子を支持部材に接着させるために用いられる、接着剤組成物。
【請求項２】
　前記変性アミドイミド樹脂は、前記アミドイミド樹脂と前記エポキシ樹脂とを、前記カ
ルボキシル基に対する前記エポキシ基のモル比が１以上となる配合比で反応させて得られ
るものである、請求項１記載の接着剤組成物。
【請求項３】
　前記アミドイミド樹脂は下記一般式（１）で表される樹脂を含む、請求項１又は２に記
載の接着剤組成物。
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【化１】

（式（１）中、Ｒ１は前記ジアミンのアミノ基を除いた部分である２価の基を示し、Ｒ３

は１価の有機基を示し、ｎは正の整数を示し、ｋは０～３の整数を示す。複数のＲ１及び
Ｒ３は、それぞれ互いに異なっていても同一であってもよい。）
【請求項４】
　前記一般式（１）で表される樹脂は、下記一般式（１ａ）で表される樹脂である、請求
項３記載の接着剤組成物。
【化２】

（式（１ａ）中、Ｒ１及びｎは前記一般式（１）におけるものと同義である。）
【請求項５】
　前記変性アミドイミド樹脂は、下記一般式（２）で表される樹脂を含む、請求項１～４
のいずれか一項に記載の接着剤組成物。

【化３】

（式（２）中、Ｒ１は、前記ジアミンのアミノ基を除いた部分である２価の基を示し、Ｒ
２は、前記エポキシ樹脂からエポキシ基を除いた部分である２価の有機基を示し、ｎ及び
ｍはそれぞれ独立に正の整数を示す。複数のＲ１及びＲ２は、それぞれ互いに同一であっ
ても異なっていてもよい。）
【請求項６】
　前記変性アミドイミド樹脂は、重量平均分子量が１０００～２０００００である、請求
項１～５のいずれか一項に記載の接着剤組成物。
【請求項７】
　Ｂステージにおいて、ガラス転移温度が１００℃以下、かつ、２６０℃での貯蔵弾性率
が０．１ＭＰａ以下であり、
　Ｃステージにおいて、２６０℃での貯蔵弾性率が０．００１ＭＰａ以上、かつ、熱重量
分析による重量減少率が５％となる温度が２６０℃以上である、請求項１～６のいずれか
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一項に記載の接着剤組成物。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の接着剤組成物をフィルム状に成形してなるフィル
ム状接着剤。
【請求項９】
　支持基材と、その支持基材の主面上に形成された請求項８記載のフィルム状接着剤と、
を備える接着シート。
【請求項１０】
　前記支持基材がダイシングシートである、請求項９記載の接着シート。
【請求項１１】
　支持部材に少なくとも１つの半導体素子が搭載された半導体装置であって、
　前記支持部材及び前記半導体素子を接着しているダイボンディング層、並びに２つの前
記半導体素子同士を接着しているダイボンディング層のうち少なくとも一方が、請求項１
～７のいずれか一項に記載の接着剤組成物から形成されるダイボンディング層である半導
体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、接着剤組成物、フィルム状接着剤、接着シート及び半導体装置に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　従来、半導体素子をリードフレーム等の半導体素子搭載用支持部材に接着するためのダ
イボンディング層を形成するダイボンディング用接着剤としては、銀ペーストが主に使用
されていた。しかし、銀ペーストの場合、近年の半導体素子の大型化や、半導体パッケー
ジの小型化及び高性能化に伴って、ぬれ広がり性によるダイボンボンディング後のはみ出
し、半導体素子の傾きに起因するワイヤボンディング時の不具合の発生、ダイボンディン
グ層の膜厚精度の不足、及びダイボンディング層におけるボイド等の問題が生じやすくな
るために、半導体パッケージの小型化及び高性能化のための支持部材の小型化及び細密化
の要求を満足することが困難となっていた。そこで、近年、支持部材の小型化及び細密化
に対して有利な、フィルム状接着剤がダイボンディング用の接着剤として広く用いられて
いる（例えば、特許文献１、特許文献２参照。）。このフィルム状接着剤は、例えば、個
片貼付け方式やウエハ裏面貼付方式の半導体パッケージ（半導体装置）の製造方法におい
て使用される。
【０００３】
　個片貼付け方式においては、リール状のフィルム状接着剤をカッティング又はパンチン
グによって個片に切り出して支持部材に接着した後、支持部材上のフィルム状接着剤を介
して、ダイシングによって個片化された半導体素子を支持部材に接着（ダイボンディング
）する。その後、ワイヤボンド工程、封止工程などを経て半導体装置が製造される（例え
ば、特許文献３参照。）。しかし、この個片貼付け方式の場合、フィルム状接着剤を切り
出して支持部材に接着するための専用の組立装置が必要となるために、銀ペーストを使用
する場合に比べて製造コストが高くなるという問題があった。
【０００４】
　一方、ウエハ裏面貼付け方式においては、半導体ウエハの裏面にフィルム状接着剤を貼
り付け、貼り付けられたフィルム状接着剤の上にダイシングテープを貼り付けた後、半導
体ウエハをダイシングによって個片化することによりフィルム状接着剤付きの半導体素子
を得、これをピックアップして支持部材に接着（ダイボンディング）する。その後、ワイ
ヤボンド工程、封止工程などを経て半導体装置が製造される。このウエハ裏面貼付け方式
の場合、フィルム状接着剤を切り出して支持部材に接着するための専用の組立装置を必要
とせず、従来の銀ペースト用の組立装置をそのまま用いるか、又はこれに熱盤を付加する
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などの部分的な改造を施した装置を用いて行うことができる。そのため、フィルム状接着
剤を用いた組立方法の中では、製造コストが比較的安く抑えられる方法として注目されて
いる（例えば、特許文献４参照。）。
【０００５】
　ところで、最近になって、多機能化のために支持部材に複数の半導体素子が積層された
、いわゆる３Ｄパッケージの半導体装置が急増している。そして、このような３Ｄパッケ
ージの半導体装置においても、半導体装置全体の厚さを薄くすることが求められるため、
半導体ウエハの更なる極薄化が進行している。
【０００６】
　半導体ウエハの更なる極薄化にともなって、上記のようなウエハ裏面貼り付け方式によ
る半導体装置の製造においても、半導体ウエハの搬送時や半導体ウエハ裏面へフィルム状
接着剤を貼り付ける時のウエハ割れの発生の問題が顕在化してきている。そこで、このウ
エハ割れを防止するために、例えば、半導体ウエハ表面にポリオレフィン系の保護テープ
（バックグラインドテープ）を貼り合わせる手法が広く採用されている。
【０００７】
　しかし、バックグラインドテープの軟化温度は一般に１００℃以下であるため、バック
グラインドテープを用いる場合、フィルム状接着剤には、１００℃よりも低い温度で半導
体ウエハ裏面への貼り付けが可能であることが求められる。また、半導体ウエハの極薄化
にともなって、熱応力による半導体ウエハの反りが発生しやすくなるため、この反りの抑
制の点からも、できるだけ低温での貼り付けが可能なフィルム状接着剤が強く求められて
いる。更に、フィルム状接着剤には、ダイシング後のピックアップ性を確保するため、ダ
イシングテープからの良好な易剥離性を有することが求められる。
【０００８】
　このような、低温での貼り付け性やダイシングテープからの易剥離性といった、半導体
装置の製造における良好なプロセス性を確保するための特性の他、半導体装置としての信
頼性を確保するため、フィルム状接着剤には、十分な耐熱性、耐湿性及び耐リフロー性を
有することも求められる。このうち耐リフロー性を確保するためには、２６０℃前後のリ
フロー加熱温度において、ダイボンド層の剥離又は破壊を抑制できる高い接着強度を有す
ることがフィルム状接着剤に要求される。このように、フィルム状接着剤には、低温での
貼り付け性を含むプロセス性、並びに耐リフロー性を含む半導体装置の信頼性の両方を優
れたものとすることが求められており、その要求は日々強くなっている。
【０００９】
　これまで、耐リフロー性を確保するために必要とされる耐熱性及び低温加工性の両方に
優れた接着剤として、比較的ガラス転移温度が低いポリイミド樹脂とエポキシ樹脂とを組
み合わせたフィルム状接着剤が提案されている（例えば、特許文献５参照。）。この特許
文献によると、低分子量かつ低粘度の熱硬化性樹脂であるエポキシ樹脂の配合比を高める
ことにより、フィルム状接着剤のＢステージにおける低温加工性、並びに、Ｃステージに
おける耐熱性をいずれも優れたものとすることができる旨、述べられている。
【特許文献１】特開平３－１９２１７８号公報
【特許文献２】特開平４－２３４４７２号公報
【特許文献３】特開平９－１７８１０号公報
【特許文献４】特開平４－１９６２４６号公報
【特許文献５】特許第３０１４５７８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、フィルム状接着剤中のエポキシ樹脂が多くなると、熱応力も増大する。
また、ポリイミド樹脂とエポキシ樹脂とは一般的に相溶性が良好ではないため、エポキシ
樹脂を多く配合すると、乾燥状態において相分離の生じない均一相の樹脂系を得るのが困
難となる。そのために、かかるフィルム状接着剤は接着信頼性や品質の安定化を阻害して
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しまう。このように、異なる種類の樹脂を単に配合して、その配合比の最適化によりフィ
ルム状接着剤のプロセス性及び信頼性を共に良好にするには限界がある。
【００１１】
　ところで、半導体素子を搭載する支持部材が、表面に配線が施された配線付き有機基板
のような、配線の段差等に起因する凹凸表面を有するものである場合、ダイボンディング
用のフィルム状接着剤等によって形成されるダイボンディング層が、その凹凸表面の凹部
を十分に充填する（埋め込む）必要がある。この充填は、半導体装置の耐湿信頼性及び配
線間の絶縁信頼性を確保するために極めて重要である。通常、半導体装置の組立プロセス
においては、ダイボンディング時の熱及び圧力、あるいは、封止材をトランスファモール
ドする際の熱及び圧力により、ダイボンディング層を流動させて支持部材表面の凹部に充
填させる。したがって、ダイボンディング層には、Ｂステージにおいて、支持部材表面の
凹部を十分に充填するための適度な熱時流動性（加熱した際の流動性）が求められる。
【００１２】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、Ｂステージにおける優れた低温での
貼り付け性及び適度な熱時流動性、並びに、Ｃステージにおける優れた耐熱性の全てを十
分に達成できる接着剤組成物、フィルム状接着剤及び接着シート、並びにこれらを用いて
作製した半導体装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、カルボキシル基を１以上有するアミドイミド樹脂と、エポキシ基を１以上有
するエポキシ樹脂との反応により得られる変性アミドイミド樹脂を含有する接着剤組成物
を提供する。
【００１４】
　この本発明の接着剤組成物は、アミドイミド骨格及びエポキシ骨格の両方を一分子内に
有する変性アミドイミド樹脂を含有するものである。この接着剤組成物は、硬化前（Ｂス
テージ）においては可塑剤または熱可塑性樹脂として作用するため、低温での良好な貼り
付け性、及び熱時流動性を発現する。一方、硬化後（Ｃステージ）においては、エポキシ
基間の反応、又はエポキシ基とアミドイミド基との間の反応による架橋によって、高温領
域での熱流動が抑制されるため、あるいは、アミドイミド構造に起因する高い熱分解温度
の相乗効果によって、高い耐熱性を発現できる。さらに、本発明に係る変性アミドイミド
樹脂は、一分子内に上記の両骨格を有するため、従来のポリイミドとエポキシ樹脂との２
成分からなる樹脂系の乾燥状態における相分離の問題を解消できる。それに加えて、上述
の樹脂系に本発明の変性アミドイミド樹脂を配合した場合、その変性アミドイミド樹脂が
相溶化剤として作用するため、比較的相分離が生じ難い均一相の樹脂系を得ることができ
る。これらの結果、本発明の接着剤組成物は安定した特性が得られ、上記目的を達成する
ことができる。
【００１５】
　また、本発明の接着剤組成物は、上記低温での貼り付け性、熱時流動性、並びに耐熱性
の他、半導体組立プロセスの効率化に寄与できる多様な特性を高いレベルで満足すること
ができる。例えば、本発明の接着剤組成物は、上述の変性アミドイミド樹脂の構造及び分
子量の調整、さらにフィラー等の他成分の配合によって粘着性を制御できるため、ダイシ
ングシートに一旦貼り付けた後の易剥離性を付与することができる。
【００１６】
　さらに本発明の接着剤組成物は、耐リフロー性などの耐熱性といった半導体装置の信頼
性に繋がる特性も良好である。これは、本発明の接着剤組成物がＢステージにおいて上述
のとおり適度な熱時流動性を有しており、支持部材表面の凹部を十分に充填でき、かつＣ
ステージでの変性アミドイミド樹脂の硬化、架橋構造形成により、高温時の熱流動が抑制
されるためである。また、本発明に係る変性アミドイミド樹脂のアミドイミド構造に起因
する高い接着性も、高信頼性に寄与できる。
【００１７】
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　本発明の接着剤組成物において、上述の変性アミドイミド樹脂は、アミドイミド樹脂と
エポキシ樹脂とを、カルボキシル基に対するエポキシ基のモル比が１以上となる配合比で
反応させて得られるものであると好適である。かかる変性アミドイミド樹脂は、その両末
端にエポキシ基を有しやすくなる。そのため、この本発明の接着剤組成物は、上述の反応
基に起因して、Ｃステージでの架橋構造を形成し、高い耐熱性を有することができる。
【００１８】
　本発明の接着剤組成物において、アミドイミド樹脂は、ジアミンとトリカルボン酸無水
物とを、ジアミンが有するアミノ基に対するトリカルボン酸無水物が有するカルボキシル
基のモル比が１超となる配合比で反応させて得られるものであると好ましい。これにより
、アミドイミド樹脂は、その両末端により確実にカルボキシル基を有しやすくなる。かか
る接着剤組成物は、更に確実に所望の特性を示すことができる。
【００１９】
　同様の観点から、本発明の接着剤組成物において、上記アミドイミド樹脂は下記一般式
（１）で表される樹脂を含むと好適である。
【００２０】
【化１】

ここで、式（１）中、Ｒ１は２価の有機基を示し、Ｒ３は１価の有機基を示し、ｎは正の
整数を示し、ｋは０～３の整数を示す。複数のＲ１及びＲ３は、それぞれ互いに異なって
いても同一であってもよい。
【００２１】
　更に同様の観点から、一般式（１）で表される樹脂は、下記一般式（１ａ）で表される
樹脂であると好ましい。
【００２２】
【化２】

ここで、式（１ａ）中、Ｒ１及びｎは上記一般式（１）におけるものと同義である。
【００２３】
　本発明の接着剤組成物において、上述の変性アミドイミド樹脂は、下記一般式（２）で
表される樹脂を含むことが好ましい。このような樹脂を含有する接着剤組成物は、Ｂステ
ージにおける低温での貼り付け性及び耐熱性の両特性を向上させることが可能となる。
【００２４】
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【化３】

ここで、式（２）中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に２価の有機基を示し、ｎ及びｍはそ
れぞれ独立に正の整数を示す。複数のＲ１及びＲ２は、それぞれ互いに同一であっても異
なっていてもよい。
【００２５】
　本発明による目的を更に有効かつ確実に達成する観点から、上述の変性アミドイミド樹
脂は、重量平均分子量が１０００～２０００００であると好ましく、Ｂステージにおいて
、ガラス転移温度が１００℃以下、かつ、２６０℃での貯蔵弾性率が０．１ＭＰａ以下で
あり、Ｃステージにおいて、２６０℃での貯蔵弾性率が０．００１ＭＰａ以上、かつ、熱
重量分析による重量減少率が５％となる温度が２６０℃以上であるとより好ましい。
【００２６】
　本発明の接着剤組成物は、Ｂステージでの低温貼り付け性、Ｂステージでの熱時流動性
、及びＣステージでの耐熱性を十分優れたものとすることができるため、半導体素子を支
持部材に接着させるために用いられると特に好適である。
【００２７】
　本発明は、上記接着剤組成物をフィルム状に成形してなるフィルム状接着剤を提供する
。また、本発明は、支持基材と、その支持基材の主面上に形成された上述のフィルム状接
着剤とを備える接着シートを提供する。これらのフィルム状接着剤及び接着シートは本発
明の接着剤組成物を用いているため、低温での貼り付け性、熱時流動性、及びＣステージ
での耐熱性に十分優れたものである他、本発明の接着剤組成物による上記効果を奏するこ
ともできる。上述の支持基材はダイシングシートであってもよい。
【００２８】
　本発明は、支持部材に少なくとも１つの半導体素子が搭載された半導体装置であって、
上記支持部材及び上記半導体素子を接着しているダイボンディング層、並びに２つの上記
半導体素子同士を接着しているダイボンディング層のうち少なくとも一方が、上述の接着
剤組成物から形成されるダイボンディング層である半導体装置を提供する。この本発明の
半導体装置は、本発明の接着剤組成物により形成されたダイボンディング層を備えている
ことにより、十分な信頼性を有する。特に、この半導体装置は加熱時の優れた接着強度及
び耐湿性を示すものとなる。また、本発明の半導体装置は、その製造において良好なプロ
セス性を確保することができる。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によれば、低温での貼り付け性、凹凸を有する支持部材への良好な埋め込み性、
及びＣステージでの耐熱性を十分に優れたものとできる接着剤組成物、フィルム状接着剤
及び接着シート、並びにこれらを用いて作製した半導体装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、必要に応じて図面を参照しつつ、本発明の好適な実施形態について詳細に説明す
る。なお、図面中、同一要素には同一符号を付すこととし、重複する説明は省略する。ま
た、上下左右等の位置関係は、特に断らない限り、図面に示す位置関係に基づくものとす
る。更に、図面の寸法比率は図示の比率に限られるものではない。
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【００３１】
　図１は、本発明の好適な実施形態に係るフィルム状接着剤を示す模式断面図である。フ
ィルム状接着剤１は、変性アミドイミド樹脂を含有する接着剤組成物をフィルム状に成形
してなるものである。フィルム状接着剤１の厚みは、１～１００μｍ程度であることが好
ましい。フィルム状接着剤１を保存及び搬送する際には、幅１～２０ｍｍ程度のテープ状
や、幅１０～５０ｃｍ程度のシート状とし、巻き芯に巻きつけた状態とすることが好まし
い。これにより、フィルム状接着剤１の保管や搬送が容易となる。
【００３２】
　図２は、本発明の好適な実施形態に係る接着シートを示す模式断面図である。接着シー
ト２０は、支持基材である基材フィルム２と、その両主面上に設けられた接着層としての
フィルム状接着剤１とを備える。基材フィルム２としては、フィルム状接着剤１を形成す
る際の加熱に耐えるものであれば特に限定されず、例えば、ポリエステルフィルム、ポリ
プロピレンフィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリイミドフィルム、ポリ
エーテルイミドフィルム、ポリエーテルナフタレートフィルム、メチルペンテンフィルム
等を好適に用いることができる。基材フィルム２はこれらのフィルムの２種以上を組み合
わせた多層フィルムであってもよい。また、基材フィルム２の表面はシリコーン系、シリ
カ系等の離型剤で処理されていてもよい。
【００３３】
　フィルム状接着剤１は接着剤組成物から得られる。この接着剤組成物は、特定のアミド
イミド樹脂と特定のエポキシ樹脂との反応により得られる変性アミドイミド樹脂を含有す
るものである。以下、この接着剤組成物について詳細に説明する。
【００３４】
　この接着剤組成物に含有される変性アミドイミド樹脂は、末端にカルボキシル基を１以
上有するアミドイミド樹脂と、末端にエポキシ基を１以上有するエポキシ樹脂との反応に
より得られる。
【００３５】
　上述のアミドイミド樹脂は、例えば、ジアミンとトリカルボン酸無水物とを常法により
反応させて得られる。
【００３６】
　ジアミンとしては、分子内にシロキサン骨格を有するシロキサンジアミン、分子内に芳
香環を有する芳香族ジアミン（ただし、上記シロキサンジアミンを除く。）、分子内に脂
肪族環を有する脂環式ジアミン（ただし、上記各ジアミンを除く。）、分子内に脂肪族エ
ーテル骨格を有する脂肪族エーテルジアミン（ただし、上記各ジアミンを除く。）、並び
に、分子内に非環脂肪族骨格を有する脂肪族ジアミン（ただし、上記各ジアミンを除く。
）が挙げられる。これらのジアミンは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いられ
る。
【００３７】
　シロキサンジアミンとしては、例えば、下記一般式（Ｉ）で表されるジアミンが挙げら
れる。
【化４】

ここで、式（Ｉ）中、Ｒ１１及びＲ１６は、それぞれ独立に炭素数１～５のアルキレン基
又は置換基を有してもよいフェニレン基を示し、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４及びＲ１５は、
それぞれ独立に炭素数１～５のアルキル基、フェニル基又はフェノキシ基を示し、ｐ１は
１～５０の整数を示す。
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【００３８】
　より具体的には、上記ｐ１が１であるシロキサンジアミンとして、１，１，３，３－テ
トラメチル－１，３－ビス（４－アミノフェニル）ジシロキサン、１，１，３，３－テト
ラフェノキシ－１，３－ビス（４－アミノエチル）ジシロキサン、１，１，３，３－テト
ラフェニル－１，３－ビス（２－アミノエチル）ジシロキサン、１，１，３，３－テトラ
フェニル－１，３－ビス（３－アミノプロピル）ジシロキサン、１，１，３，３－テトラ
メチル－１，３－ビス（２－アミノエチル）ジシロキサン、１，１，３，３－テトラメチ
ル－１，３－ビス（３－アミノプロピル）ジシロキサン、１，１，３，３－テトラメチル
－１，３－ビス（３－アミノブチル）ジシロキサン及び１，３－ジメチル－１，３－ジメ
トキシ－１，３－ビス（４－アミノブチル）ジシロキサンが挙げられる。
【００３９】
　また、上記ｐ１が２であるシロキサンジアミンとして、１，１，３，３，５，５－ヘキ
サメチル－１，５－ビス（４－アミノフェニル）トリシロキサン、１，１，５，５－テト
ラフェニル－３，３－ジメチル－１，５－ビス（３－アミノプロピル）トリシロキサン、
１，１，５，５－テトラフェニル－３，３－ジメトキシ－１，５－ビス（４－アミノブチ
ル）トリシロキサン、１，１，５，５－テトラフェニル－３，３－ジメトキシ－１，５－
ビス（５－アミノペンチル）トリシロキサン、１，１，５，５－テトラメチル－３，３－
ジメトキシ－１，５－ビス（２－アミノエチル）トリシロキサン、１，１，５，５－テト
ラメチル－３，３－ジメトキシ－１，５－ビス（４－アミノブチル）トリシロキサン、１
，１，５，５－テトラメチル－３，３－ジメトキシ－１，５－ビス（５－アミノペンチル
）トリシロキサン、１，１，３，３，５，５－ヘキサメチル－１，５－ビス（３－アミノ
プロピル）トリシロキサン、１，１，３，３，５，５－ヘキサエチル－１，５－ビス（３
－アミノプロピル）トリシロキサン、及び１，１，３，３，５，５－ヘキサプロピル－１
，５－ビス（３－アミノプロピル）トリシロキサンが挙げられる。
【００４０】
　さらには、上記ｐ１が３～５０であるシロキサンジアミンとして、下記式（Ｉａ）、（
Ｉｂ）及び（Ｉｃ）で表されるジアミンが挙げられる。
【化５】

【００４１】
　上記シロキサンジアミンは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００４２】
　芳香族ジアミンとしては、例えば、ｏ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン
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、ｐ－フェニレンジアミン、３，３’－ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－ジアミ
ノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ジアミノジ
フェニルメタン、３，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニル
エーテメタン、ビス（４－アミノ－３，５－ジメチルフェニル）メタン、ビス（４－アミ
ノ－３，５－ジイソプロピルフェニル）メタン、３，３’－ジアミノジフェニルジフルオ
ロメタン、３，４’－ジアミノジフェニルジフルオロメタン、４，４’－ジアミノジフェ
ニルジフルオロメタン、３，３’－ジアミノジフェニルスルフォン、３，４’－ジアミノ
ジフェニルスルフォン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフォン、３，３’－ジアミノ
ジフェニルスルフィド、３，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、４，４’－ジアミノ
ジフェニルスルフィド、３，３’－ジアミノジフェニルケトン、３，４’－ジアミノジフ
ェニルケトン、４，４’－ジアミノジフェニルケトン、２，２－ビス（３－アミノフェニ
ル）プロパン、２，２’－（３，４’－ジアミノジフェニル）プロパン、２，２－ビス（
４－アミノフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－アミノフェニル）ヘキサフルオロプ
ロパン、２，２－（３，４’－ジアミノジフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－
ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、１，３－ビス（３－アミノフェノ
キシ）ベンゼン、１，４－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，４－ビス（４－
アミノフェノキシ）ベンゼン、３，３’－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリ
デン））ビスアニリン、３，４’－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリデン）
）ビスアニリン、４，４’－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリデン））ビス
アニリン、２，２－ビス（４－（３－アミノフェノキシ）フェニル）プロパン、２，２－
ビス（４－（３－アミノフェノキシ）フェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス
（４－（４－アミノフェノキシ）フェニル）ヘキサフルオロプロパン、ビス（４－（３－
アミノフェノキシ）フェニル）スルフィド、ビス（４－（４－アミノフェノキシ）フェニ
ル）スルフィド、ビス（４－（３－アミノフェノキシ）フェニル）スルフォン、ビス（４
－（４－アミノフェノキシ）フェニル）スルフォン、３，３’－ジヒドロキシ－４，４’
－ジアミノビフェニル、３，５－ジアミノ安息香酸、及び２，２－ビス（４－アミノフェ
ノキシフェニル）プロパンが挙げられる。これらの芳香族ジアミンは１種を単独で又は２
種以上を組み合わせて用いられる。
【００４３】
　脂環式ジアミンとしては、例えば１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１，
２－ジアミノシクロヘキサンが挙げられる。
【００４４】
　脂肪族エーテルジアミンとしては、例えば、下記式（ＩＩ）及び（ＩＩＩ）で表される
ジアミンが挙げられる。
【化６】

ここで、式（ＩＩ）中、Ｒ２１、Ｒ２２及びＲ２３は、それぞれ独立に炭素数１～１０の
アルキレン基を示し、ｐ２は２～８０の整数を示す。また、式（ＩＩＩ）中、ｐ３は０～
８０の整数を示す。
【００４５】
　上記一般式（ＩＩ）で表される脂肪族エーテルジアミンの具体例としては、下記各構造
式で表されるジアミンが挙げられる。
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【化７】

なお、上記各構造式中、ｎは上記一般式（ＩＩ）におけるｐ２と同義である。
【００４６】
　上述の脂肪族エーテルジアミンは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる
。
【００４７】
　脂肪族ジアミンとしては、例えば、下記式（ＩＶ）で表されるジアミンが挙げられる。
　Ｈ２Ｎ－（ＣＨ２）ｐ４－ＮＨ２　　（ＩＶ）
ここで、式（ＩＶ）中、ｐ４は５～２０の整数を示す。
【００４８】
　脂肪族ジアミンの具体的としては、１，２－ジアミノエタン、１，３－ジアミノプロパ
ン、１，４－ジアミノブタン、１，５－ジアミノペンタン、１，６－ジアミノヘキサン、
１，７－ジアミノヘプタン、１，８－ジアミノオクタン、１，９－ジアミノノナン、１，
１０－ジアミノデカン、１，１１－ジアミノウンデカン及び１，１２－ジアミノドデカン
が挙げられる。
【００４９】
　上記脂肪族ジアミンは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００５０】
　上述のジアミンの中では、変性アミドイミド樹脂を含有する接着剤組成物のＴｇを１０
０℃以下に調整しやすい観点から、上記一般式（ＩＩＩ）で表されるジアミンが好ましい
。このようなジアミンは、サンテクノケミカル社製のジェファーミンＤ－２３０、同Ｄ－
４００、同Ｄ－２０００、同Ｄ－４０００、同ＥＤ－６００、同ＥＤ－９００、同ＥＤ－
２００１及び同ＥＤＲ－１４８（以上商品名）、並びに、ＢＡＳＦ社のポリエーテルアミ
ンＤ－２３０、同Ｄ－４００及び同Ｄ－２０００（以上商品名）の市販品として入手可能
である。
【００５１】
　ジアミンが上記一般式（ＩＩＩ）で表されるジアミンを含む場合、この特定のジアミン
の含有割合は、ジアミンの総量に対して１～８０モル％であることが好ましく、５～６０
モル％であるとより好ましい。この特定のジアミンの含有割合が１モル％を下回ると、フ
ィルム状接着剤に低温接着性及び熱時流動性を付与することが困難になる傾向にある、ま
た、この特定のジアミンの含有割合が８０モル％を超えると、得られる接着剤組成物のＴ
ｇが低くなり、フィルム状接着剤の自己支持性が低減する可能性が高くなる傾向にある。
【００５２】
　トリカルボン酸無水物としては、例えば、トリメリット酸無水物、ブタン－１，２，４
－トリカルボン酸無水物、ペンタン－１，２，５－トリカルボン酸無水物、シクロヘキサ
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ン－１，２，３－トリカルボン酸無水物、シクロペンタジエニル－３，４，４－トリカル
ボン酸無水物、シクロペンタジエニル－１，２，４－トリカルボン酸無水物、ベンゼン－
１，２，３－トリカルボン酸無水物、ベンゼン－１，２，４－トリカルボン酸無水物、ナ
フタレン－１，２，５－トリカルボン酸無水物、ナフタレン－１，２，４－トリカルボン
酸無水物、ナフタレン－２，３，５－トリカルボン酸無水物、ナフタレン－２，３，６－
トリカルボン酸無水物、３，４，４’－ジフェニルトリカルボン酸無水物、２，３，２’
－ジフェニルトリカルボン酸無水物、３，４，３’－ジフェニルスルホントリカルボン酸
無水物、３，４，４’－ジフェニルエーテルトリカルボン酸無水物、３，４，４’－ベン
ゾフェノントリカルボン酸無水物、３，３’，４－ベンゾフェノントリカルボン酸無水物
、ペリレン－３，４，９－トリカルボン酸無水物、２－（３，４－ジカルボキシフェニル
）－２－（３－カルボキシフェニル）プロパン無水物、２－（２，３－ジカルボキシフェ
ニル）－２－（３－カルボキシフェニル）プロパン無水物、１－（２，３－ジカルボキシ
フェニル）－１－（３－カルボキシフェニル）エタン無水物、１－（３，４－ジカルボキ
シフェニル）－１－（４－カルボキシフェニル）エタン無水物、（２，３－ジカルボキシ
フェニル）－（２－カルボキシフェニル）メタン無水物、２－（３’，４’－ジカルボキ
シフェニル）－５－（３’－カルボキシフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール無水
物、２－（３’，４’－ジカルボキシフェニル）－５－（４’－カルボキシジフェニルエ
ーテル）－１，３，４－オキサジアゾール無水物、２－（３’，４’－ジカルボキシフェ
ニル）－５－カルボキシベンゾイミダゾール無水物、２－（３’，４’－ジカルボキシフ
ェニル）－５－カルボキシベンゾオキサゾール無水物、２－（３’，４’－ジカルボキシ
フェニル）－５－カルボキシベンゾチアゾール無水物及び２，３，５－ビリジントリカル
ボン酸無水物が挙げられる。これらの中でも、優れた耐湿信頼性をフィルム状接着剤に付
与できる点で、下記式（Ｖ）で表されるベンゼン－１，２，４－トリカルボン酸－１，２
－無水物が特に好ましい。
【化８】

【００５３】
　上述のトリカルボン酸無水物は１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００５４】
　末端にカルボキシル基を１以上有するアミドイミド樹脂は、上述のジアミンとトリカル
ボン酸無水物とを、ジアミンが有するアミノ基に対するトリカルボン酸無水物が有するカ
ルボキシル基のモル比が１超となる配合比で反応させて得られるものであると好ましい。
この配合比が１以下であると、アミドイミド樹脂の両末端がカルボキシル基になり得ない
。また、アミドイミド樹脂の両末端がアミノ基となる可能性が高くなり、上記アミドイミ
ド樹脂とエポキシ樹脂とを反応させる際に、アミノ基及びエポキシ基間の反応により生成
するヒドロキシル基が基点となって、三次元化によるゲル化反応が起こりやすくなる。こ
れらの結果、所望の変性アミドイミド樹脂が得られ難くなる傾向にある。
【００５５】
　ジアミンとトリカルボン酸無水物との反応は、有機溶媒中、好ましくは５０～２５０℃
、より好ましくは１００～２００℃で１～４８時間行われ、これによって末端にカルボキ
シル基を１以上有するアミドイミド樹脂が得られる。
【００５６】
　有機溶媒としては、例えば、γ―ブチロラクトン等のラクトン系溶媒、Ｎ－メチルピロ
リドン（ＮＭＰ）、ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、ジメチルアセトアミド（ＤＭＡｃ
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）等のアミド系溶媒、テトラメチレンスルホン等のスルホン系溶媒、ジエチレングリコー
ルジメチルエーテル等のエーテル系溶媒が挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以
上を組み合わせて用いられる。これらの有機溶媒の中では、反応率、溶解性及び後工程で
の揮散性等を考慮すると、γ－ブチロラクトン又はＮ－メチルピロリドン（ＮＭＰ）が好
ましく、これらの溶媒を主成分として用いることが好適である。
【００５７】
　こうして得られるアミドイミド樹脂は、例えば上記一般式（１）で表されるものであり
、上記式（１ａ）で表されるものであると好ましい。式（１）及び（１ａ）中、Ｒ１は２
価の有機基を示し、より好ましくは、上述のジアミンのアミノ基を除いた部分である２価
の基を示す。また、Ｒ３は１価の有機基を示し、好ましくは炭素数１～１０のアルキル基
を示す。ｎは正の整数を示し、好ましくは１～２００の整数を示す。また、ｋは０～３の
整数を示し、好ましくは０である。ここで、複数のＲ１及びＲ３は、それぞれ互いに異な
っていても同一であってもよい。
【００５８】
　上述のエポキシ樹脂としては、硬化性をより良好にし、所望の各種特性を有する硬化物
を得やすくする観点から、分子内に２以上のエポキシ基を有するものが好ましく、アミド
イミド樹脂との反応を制御しやすい観点から、分子内に２つのエポキシ基を有するものが
好ましい。また、耐熱性が良好である点から、分子内に芳香環を有するエポキシ樹脂が好
ましく、硬化性をより良好にし、所望の各種特性を有する硬化物を得やすくする観点から
、フェノールのグリシジルエーテル型のエポキシ樹脂であると好ましい。
【００５９】
　上記エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡＤ、ビスフ
ェノールＳ及びビスフェノールＦのジグリシジルエーテル、水添加ビスフェノールＡのジ
グリシジルエーテル、ビスフェノールＡのエチレンオキシド付加体のジグリシジルエーテ
ル、ビスフェノールＡのプロピレンオキシド付加体のジグリシジルエーテル、フェノール
ノボラック樹脂のポリグリシジルエーテル、クレゾールノボラック樹脂のグリシジルエー
テル、ビスフェノールＡノボラック樹脂のグリシジルエーテル、ナフタレン樹脂のポリグ
リシジルエーテル、ナフタレン樹脂のポリグリシジルアミン、ジシクロペンタジエンフェ
ノール樹脂のポリグリシジルエーテル、ダイマー酸のジグリシジルエステル、その他３官
能型又は４官能型のグリシジルエーテル、３官能型又は４官能型のグリシジルアミン、ビ
スフェノール骨格と柔軟性骨格とを有するエポキシ樹脂（以下、単に「可撓性エポキシ樹
脂」という。）が挙げられる。これらのエポキシ樹脂は１種を単独で又は２種以上を組み
合わせて用いられる。
【００６０】
　上記可撓性エポキシ樹脂のエポキシ当量は、１００～１０００ｇ／ｅｑが好ましく、２
００～６００ｇ／ｅｑがより好ましい。また、可撓性エポキシ樹脂は、その硬化物のガラ
ス転移温度（Ｔｇ）が好ましくは１００℃以下、更に好ましくは８０℃以下である。この
ような可撓性エポキシ樹脂として、例えば、大日本インキ化学社製のＥＸＡ－４８５０－
１５０、ＥＸＡ－４８５０－１０００（以上商品名）、ナガセケムテックス社製のデナコ
ールＥＸ－２５０、同ＥＸ－２５０Ｌ（以上商品名）等が入手可能である。
【００６１】
　エポキシ樹脂は、エレクトロンマイグレーション防止や金属導体回路の腐食防止の点か
ら、アルカリ金属イオン、アルカリ土類金属イオン、ハロゲンイオン（特に塩素イオン）
、加水分解性塩素等の不純物を３００ｐｐｍ以下に低減した高純度品であることが好まし
い。
【００６２】
　変性アミドイミド樹脂は、アミドイミド樹脂とエポキシ樹脂とを、カルボキシル基に対
するエポキシ基のモル比が１以上となる配合比で反応させて得られるものであると好まし
い。この配合比が１未満であると、得られた変性アミドイミド樹脂の両末端がエポキシ基
である可能性が低くなる傾向にある。
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【００６３】
　アミドイミド樹脂とエポキシ樹脂との反応は、有機溶媒中、好ましくは５０～３００℃
、より好ましくは１００～２００℃で１～４８時間行われ、これによって変性アミドイミ
ド樹脂が得られる。有機溶媒としては、例えば、γ―ブチロラクトン等のラクトン系溶媒
、Ｎ－メチルピロリドン（ＮＭＰ）、ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、ジメチルアセト
アミド（ＤＭＡｃ）等のアミド系溶媒、テトラメチレンスルホン等のスルホン系溶媒、ジ
エチレングリコールジメチルエーテル等のエーテル系溶媒が挙げられる。これらは１種を
単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。これらの有機溶媒の中では、反応率、溶
解性及び後工程での揮散性等を考慮すると、γ―ブチロラクトン又はＮ－メチルピロリド
ン（ＮＭＰ）が好ましく、これらの溶媒を主成分として用いることが好適である。
【００６４】
　このようにして得られる変性アミドイミド樹脂は、例えば上記一般式（２）で表される
ものである。ここで、式（２）中、Ｒ１は２価の有機基を示し、上記一般式（１ａ）にお
けるＲ１と同義である。Ｒ２は２価の有機基を示し、より好ましくは上記エポキシ樹脂か
らエポキシ基を除いた部分である２価の有機基を示す。ｎは正の整数を示し、より好まし
くは１～２００の整数である。また、ｍは正の整数を示し、より好ましくは１～２００の
整数である。なお、複数のＲ１及びＲ２は、それぞれ互いに同一であっても異なっていて
もよい。
【００６５】
　上述の変性アミドイミド樹脂は、その重量平均分子量が１０００～２０００００である
と好ましく、５０００～１０００００であるとより好ましい。上記重量平均分子量が１０
００よりも小さくなると、この接着剤組成物をフィルム状に形成する時の靭性が低くなる
傾向にある。また、重量平均分子量が２０００００を超えると、加熱時の流動性が低下す
る可能性が高くなる傾向にある。なお、本明細書において、重量平均分子量とは、高速液
体クロマトグラフィー（島津製作所製、商品名「Ｃ－Ｒ４Ａ」）を用いて、ポリスチレン
換算で測定したときの重量平均分子量をいう。
【００６６】
　上述の変性アミドイミド樹脂を含有する接着剤組成物は、Ｂステージにおけるガラス転
移温度（Ｔｇ）が、好ましくは１００℃以下、より好ましくは８０℃以下である。また、
この変性アミドイミド樹脂は、Ｂステージでの２６０℃における貯蔵弾性率が、好ましく
は０．１ＭＰａ以下、より好ましくは０．０１ＭＰａ以下である。Ｔｇ及び貯蔵弾性率が
上述の数値範囲内にあることで、フィルム状接着剤１の被着体への貼り付け温度をより低
く抑えることができると共に、このフィルム状接着剤１を用いて二つの被着体間を接着す
る際の加熱温度も低下させることができる。よって、例えば、フィルム状接着剤１により
半導体素子を半導体素子搭載用の支持部材に接着固定する際、ダイボンディング温度を低
くすることができるため、半導体素子の反りを抑制することが可能となる。さらに、上記
支持部材が配線を設けた有機基板であって、配線により表面に段差（凹凸）を有している
場合、フィルム状接着剤１が良好な熱時流動姓を示すため、上記段差における凹部への埋
め込み性に優れたものとなる。
【００６７】
　ガラス転移温度及びＢステージでの貯蔵弾性率は、変性アミドイミド樹脂の原料である
ジアミン及びエポキシ樹脂の選択によって制御することができる。具体的には、長鎖の柔
軟性骨格を有するジアミン、及び／又は、柔軟性骨格を有する可とう性エポキシ樹脂を原
料として選択することによって、接着剤組成物のＴｇ及びＢステージでの貯蔵弾性率を低
減できる。
【００６８】
　ここで、ガラス転移温度（Ｔｇ）は、変性アミドイミド樹脂を含有する接着剤組成物を
フィルム状に成形したサンプル片（サンプルサイズ３５ｍｍ×１０ｍｍ×４０μｍ）を測
定対象として、昇温速度５℃／分、周波数１Ｈｚ、測定温度－１５０～３００℃、引張モ
ードの条件で動的粘弾性測定を行ったときのｔａｎδが極大値を示す温度である。動的粘
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弾性測定は、レオメトリックス社製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」（商品名）を用い
て行うことができる。また、貯蔵弾性率は、上述の動的粘弾性測定を行った際の２６０℃
における貯蔵弾性率を意味する。
【００６９】
　上記変性アミドイミド樹脂を含有する接着剤組成物は、Ｃステージでの２６０℃におけ
る貯蔵弾性率が、０．００１ＭＰａ以上であると好ましく、０．０１ＭＰａ以上であると
より好ましい。Ｃステージにおける貯蔵弾性率がこの数値範囲にあることで、接着剤組成
物は、高温時でも高い接着強度を確保できるため、はんだ耐熱性に優れたものとなる。こ
こで、Ｃステージでの貯蔵弾性率とは、上記サンプル片をオーブン中、１８０℃で５時間
加熱して硬化させた後に、上述と同様にして動的粘弾性測定を行った際の２６０℃におけ
る貯蔵弾性率を意味する。
【００７０】
　カルボキシル基を１以上、好ましくは２以上有するアミドイミド樹脂と、エポキシ基を
１以上、好ましくは２以上有するエポキシ樹脂とを、上記カルボキシル基に対する上記エ
ポキシ基のモル比が１以上となる配合比で反応させて得られる変性アミドイミド樹脂を用
いることによって、反応基となるエポキシ基を確実に有する変性アミドイミド樹脂が得ら
れ、Ｃステージでの架橋構造形成によって、Ｃステージにおける高温領域での貯蔵弾性率
を高くすることができる。さらに、主鎖の短いジアミン、及び／又は、主鎖の短いエポキ
シ樹脂を原料として用いることによって、上記の貯蔵弾性率をより高くすることができる
。
【００７１】
　上記変性アミドイミド樹脂を含有する接着剤組成物は、Ｃステージにおいて熱重量分析
による重量減少率が５％となる温度（以下、「５％重量減少温度」という。）が２６０℃
以上であると好ましく、３００℃以上であるとより好ましい。５％重量減少温度が２６０
℃を下回ると、接着剤組成物を高温に加熱した際に、接着剤組成物が熱分解等を起こして
、その接着強度が低下する傾向にある。そのため、例えば、フィルム状接着剤１により半
導体素子を半導体素子搭載用の支持部材に接着固定して半導体装置を得た場合、その半導
体装置をはんだ付けにより基板に実装する際、半導体素子と支持部材との間の剥離や破壊
を抑制し難くなる。また、５％重量減少温度が２６０℃未満であると、接着剤組成物を加
熱した際に発生する揮発成分によって、その周辺材料や周辺部材を汚染しやすくなる傾向
にある。さらに、５％重量減少温度が２６０℃未満であると、加熱時の発泡に起因して接
着剤組成物の硬化物内部にボイドが発生しやすくなる傾向にある。そのため、フィルム状
接着剤１により半導体素子を半導体素子搭載用の支持部材に接着固定して半導体装置を得
た場合、その半導体装置の耐湿信頼性の低下を招く可能性が高くなる。
【００７２】
　５％重量減少温度を高くするには、重量平均分子量がより大きい変性アミドイミド樹脂
を採用することによって、また、他成分と組み合わせる場合、熱分解温度が比較的高い材
料を選択することによって可能となる。上記重量平均分子量は、カルボキシル基を有する
アミドイミド樹脂と、エポキシ基を有するエポキシ樹脂とを反応させる際に、カルボキシ
ル基に対するエポキシ基のモル比を調整することによって制御できる。モル比を１に近づ
けることによって、重量平均分子量を大きくすることができる。
【００７３】
　５％重量減少温度は、昇温速度：１０℃／分、窒素流量：８０ｍＬ／分、測定温度：４
０℃～４００℃の条件で行われる熱重量分析において、測定開始時の重量に対する重量減
少率が５％となる温度である。熱重量分析のための試料は、接着剤組成物をフィルム状に
成形した後、その成形物をオーブン中、１８０℃で５時間加熱して硬化させて硬化体を得
、その硬化体を乳鉢などで細かく砕いて準備される。測定装置としては、例えば、エスア
イアイナノテクノロジー社製の示差熱重量同時測定装置（商品名「ＥＸＳＴＡＲ　６３０
０」）が用いられる。
【００７４】
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　変性アミドイミド樹脂は１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００７５】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、上記変性アミドイミド樹脂の他、ポリイミド樹脂、
ポリアミド樹脂、上記以外のポリアミドイミド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、ポリウレ
タンイミド樹脂、ポリウレタンアミドイミド樹脂、シロキサンポリイミド樹脂、ポリエス
テルイミド樹脂、又はそれらの共重合体の他、フェノキシ樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリ
エ－テルスルホン樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエ－
テルケトン樹脂、重量平均分子量が１０万～１００万の（メタ）アクリル共重合体などか
らなる群から選ばれる少なくとも１種以上の熱可塑系高分子成分を含有していてもよい。
熱可塑系高分子成分は上記変性アミドイミド樹脂との混合が可能なものであれば特に限定
されない。これらの熱可塑系高分子成分を含有する場合、Ｔｇは１００℃以下、かつ熱重
量分析における重量減少率が５％となる温度が２６０℃以上である熱可塑系高分子成分を
選択することが好ましく、それらのなかでもポリイミド樹脂が好ましい。
【００７６】
　上記ポリイミド樹脂は、例えば、テトラカルボン酸二無水物とジアミンとを公知の方法
で縮合反応させて得ることができる。すなわち、有機溶媒中で、テトラカルボン酸二無水
物とジアミンとを等モル、又は必要に応じて、その組成比をテトラカルボン酸二無水物の
合計１．０ｍｏｌに対して、ジアミンの合計０．５～２．０ｍｏｌ、好ましくは、０．８
～１．０ｍｏｌの範囲で調整（各成分の添加順序は任意）し、反応温度８０℃以下、好ま
しくは０～６０℃で付加反応させる。この反応が進行するにつれ反応液の粘度が徐々に上
昇し、ポリイミドの前駆体であるポリアミド酸が生成する。なお、接着剤組成物の諸特性
の低下を抑えるため、上記の酸二無水物は無水酢酸で再結晶精製処理されることが好まし
い。
【００７７】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、上記変性ポリアミドイミド樹脂の他、エポキシ樹脂
等の熱硬化性樹脂、及び／又はその硬化剤を含有してもよい。
【００７８】
　熱硬化性樹脂はエポキシ樹脂であると好ましく、このエポキシ樹脂は上記変性アミドイ
ミド樹脂との混合が可能なものであれば特に限定されない。したがって、例えば、変性ア
ミドイミド樹脂の原料となる上記エポキシ樹脂と同様のものを含有してもよい。かかるエ
ポキシ樹脂はエポキシ基の数が１以上であればよく、１種又は２種以上を組み合わせて用
いられる。このエポキシ樹脂の接着剤組成物中の配合割合は、Ｂステージでの良好な熱時
流動性とＣステージでの高架橋密度による高い耐熱性とを両立する観点から、変性アミド
イミド樹脂１００質量部に対して、０．１～１００質量部であると好ましい。
【００７９】
　また、熱硬化性樹脂の硬化剤は、特に制限なく用いられる。熱硬化性樹脂がエポキシ樹
脂である場合、好適な硬化剤としては、例えば、フェノール系化合物、脂肪族アミン、脂
環族アミン、芳香族ポリアミン、ポリアミド、脂肪族酸無水物、脂環族酸無水物、芳香族
酸無水物、ジシアンジアミド、有機酸ジヒドラジド、三フッ化ホウ素アミン錯体、イミダ
ゾール類及び第３級アミンが挙げられる。これらの中ではフェノール系化合物が好ましく
、分子中に少なくとも２個のフェノール性水酸基を有するフェノール系化合物がより好ま
しい。このようなフェノール系化合物としては、例えば、フェノールノボラック樹脂、ク
レゾールノボラック樹脂、ｔ－ブチルフェノールノボラック樹脂、ジシクロペンタジエン
クレゾールノボラック樹脂、ジシクロペンタジエンフェノールノボラック樹脂、キシリレ
ン変性フェノールノボラック樹脂、ナフトール系化合物、トリスフェノール系化合物、テ
トラキスフェノールノボラック樹脂、ビスフェノールＡノボラック樹脂、ポリ－ｐ－ビニ
ルフェノール樹脂及びフェノールアラルキル樹脂が挙げられる。
【００８０】
　フェノール系化合物の好適な数平均分子量は４００～１５００である。これにより、半
導体装置組立の際に加熱された時に、半導体素子又は装置等の汚染の原因となるアウトガ
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スの発生を有効に低減できる。なお、硬化物の耐熱性を確保する点から、フェノール系化
合物の配合割合は、変性アミドイミド樹脂及びエポキシ樹脂を併せたエポキシ当量と、フ
ェノール系化合物の水酸基当量との当量比（エポキシ当量／水酸基当量）が、０．９５／
１．０５～１．０５／０．９５となることが好ましい。
【００８１】
　本実施形態の変性アミドイミド樹脂は、上述の硬化剤に加えて更に硬化促進剤を含有し
てもよい。このような硬化促進剤しては通常の熱硬化性樹脂を硬化できるものであれば特
に限定されない。具体的には、例えば、イミダゾール類、ジシアンジアミド誘導体、ジカ
ルボン酸ジヒドラジド、トリフェニルホスフィン、テトラフェニルホスホニウムテトラフ
ェニルボレート、２－エチル－４－メチルイミダゾール－テトラフェニルボレート、１，
８－ジアザビシクロ［５．４．０］ウンデセン－７－テトラフェニルボレート等が挙げら
れる。
【００８２】
　本実施形態の接着剤組成物は、フィラーを更に含有してもよい。フィラーとしては、例
えば、銀粉、金粉、銅粉、ニッケル粉等の金属フィラー、アルミナ、水酸化アルミニウム
、水酸化マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、ケイ酸カルシウム、ケイ酸
マグネシウム、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、酸化アルミニウム、窒化アルミニウ
ム、結晶性シリカ、非晶性シリカ、窒化ホウ素、チタニア、ガラス、酸化鉄、セラミック
等の非金属無機フィラー、カーボン、ゴム系フィラー等の有機フィラー等が挙げられる。
【００８３】
　本実施形態の接着剤組成物は、上記各成分の他、必要に応じてカップリング剤等を含有
してもよい。
【００８４】
　以上説明した接着剤組成物のワニスを用いてフィルム状接着剤１が得られる。具体的に
は、まず、有機溶媒中で混合した上記各成分の混合物を混練してワニスを調製する。ワニ
スを調製するための混練は、通常の攪拌機や、らいかい機、三本ロール及びボールミル等
の分散機を、適宜、組み合わせて行うことができる。そして、調製したワニスを基材フィ
ルム上に塗工して、加熱乾燥して接着剤層を形成させることにより、フィルム状接着剤１
が得られる。加熱乾燥は、ワニス中の有機溶媒が充分に揮散する条件で行えばよいが、通
常、５０～２００℃で、０．１～９０分間加熱して行う。
【００８５】
　ワニス中の有機溶媒として、変性アミドイミド樹脂を得る際に配合した有機溶媒をその
まま用いてもよく、更にその他の有機溶媒を併用してもよい。かかる有機溶媒は、上述の
材料を均一に溶解又は分散できるものであれば制限はない。具体的には、例えば、ジメチ
ルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、Ｎ―メチル－２－ピロリドン、ジメチルスルホ
キシド、ジエチレングリコールジメチルエーテル、トルエン、ベンゼン、キシレン、メチ
ルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、テトラヒドロフラン、エチルセロソルブ、エ
チルセロソルブアセテート、ブチルセロソルブ、ジオキサン、シクロヘキサノン、酢酸エ
チル等が挙げられる。
【００８６】
　ワニスの基材フィルムへの塗工は、基材フィルムの一方の主面のみに行ってもよく、両
主面に行ってもよい。この際に用いられる基材フィルムとしては、図２に示す基材フィル
ム２と同様のものを用いる。フィルム状接着剤１が形成された後、基材フィルム２を除去
したものをフィルム状接着剤として用いてもよいし、基材フィルム２を除去せずに、接着
シートとして用いてもよい。
【００８７】
　図３は、本発明による接着シートの別の一実施形態を示す模式断面図である。図３に示
す接着シート３０は、基材フィルム２の一方の主面上にフィルム状接着剤１及び保護フィ
ルム３がこの順に積層されてなるものである。保護フィルム３は、フィルム状接着剤１の
損傷や汚染を防ぐために、フィルム状接着剤１を覆うように設けられている。この場合、
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フィルム状接着剤１は、保護フィルムを剥離してからダイボンディングに用いられる。
【００８８】
　図４は、本発明による接着シートの更に別の一実施形態を示す模式断面図である。この
接着シート４０は、支持基材としての基材フィルム７の一方の主面上に粘着剤層６が設け
られたダイシングシート５の粘着剤層６上にフィルム状接着剤１が積層された構成を有し
ている。基材フィルム７は、上述の基材フィルム２と同様のものであればよい。また、接
着シート４０におけるフィルム状接着剤１は、これを貼り付ける半導体ウエハに近い形状
に予め形成されていることが好ましい。なお、本発明に係る接着シートは、上記接着シー
ト４０におけるダイシングシート５に代えて基材フィルム７のみからなるダイシングシー
トを設けたものであってもよい。
【００８９】
　上記接着シート４０は、ダイシングフィルムとしての機能を果たす粘着剤層６と、粘着
剤層６上に積層されたダイボンディング用接着剤としてのフィルム状接着剤１とを備えて
いることにより、ダイシング工程においてはダイシングフィルムとして、ダイボンディン
グ工程においてはダイボンディングフィルムとして機能することができる。例えば、半導
体ウエハの裏面にフィルム状接着剤の側が半導体ウエハと密着するように接着シート４０
が貼り付けられた状態でダイシングした後、フィルム状接着剤付きの半導体素子をダイシ
ングシート５からピックアップして、これをそのままダイボンディング工程に用いること
ができる。
【００９０】
　粘着剤層６は、感圧型又は放射線硬化型の粘着剤で形成されている。粘着剤層６は、放
射線硬化型の粘着剤で形成されていることが好ましい。放射線硬化型の粘着剤は、ダイシ
ングの際には高粘着力で、ダイシング後のピックアップの際にはピックアップ前の放射線
照射によって低粘着力となるといったように、粘着力の制御が容易である。
【００９１】
　粘着剤層６が放射線硬化型の粘着剤で形成されている場合、ダイシング時に半導体素子
が飛散しない程度の十分な粘着力を有し、放射線照射後は半導体素子をピックアップする
際に半導体素子を傷つけない程度の低い粘着力を有することが好ましい。より具体的には
、半導体ウエハの裏面にフィルム状接着剤１が密着するように接着シート４０を貼り付け
た場合に、半導体ウエハに対するフィルム状接着剤の２５℃での９０°ピール剥離力をＡ
とし、露光量５００ｍＪ／ｃｍ２の条件でＵＶ照射した後の粘着剤層のフィルム状接着剤
に対する２５℃での９０°ピール剥離力をＢとしたときに、（Ａ－Ｂ）の値が１Ｎ／ｍ以
上であることが好ましい。この（Ａ－Ｂ）の値は５Ｎ／ｍ以上がより好ましく、１０Ｎ／
ｍ以上がさらに好ましい。（Ａ－Ｂ）の値が１Ｎ／ｍ未満であると、ピックアップ時に半
導体素子を傷つけたり、ピックアップ時に半導体ウエハとフィルム状接着剤との界面にお
いて先に剥離を生じてしまい、正常にピックアップできなくなったりする傾向にある。
【００９２】
　図５は、本発明による接着シートのなおも更に別の一実施形態を示す模式断面図である
。この接着シート５０は、支持基材としてのウエハ８の一方の主面上にフィルム状接着剤
１が積層された構成を有している。ウエハ８は、通常の半導体素子に用いられるシリコン
ウエハ等であればよい。
【００９３】
　以上説明した本実施形態に係るフィルム状接着剤は、ＩＣ、ＬＳＩ等の半導体素子を、
半導体搭載用支持部材にダイボンディングするための接着剤として用いられる。本発明の
フィルム状接着剤を用いたダイボンディングに適した半導体搭載用支持部材としては、例
えば、４２アロイリードフレーム及び銅リードフレーム等のリードフレームや、ポリイミ
ド樹脂、エポキシ樹脂等からなるプラスチックフィルム、ガラス不織布基材で強化された
ポリイミド樹脂、エポキシ樹脂等のプラスチックフィルム、アルミナ等のセラミックスが
挙げられる。そして、本発明のフィルム状接着剤は、表面に有機レジスト層が設けられた
有機基板、中でも配線段差に起因する凹凸表面が形成されている配線付き有機基板へのダ
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イボンディングのために特に好適に用いられる。配線付き有機基板は、ガラス繊維強化樹
脂、熱可塑性樹脂及び熱硬化性樹脂等の主として有機材料からなる有機基板であって、そ
の表面に導電体で形成された導体パターン等の配線が設けられたものである。
【００９４】
　また、本実施形態に係るフィルム状接着剤は、支持部材上に複数の半導体素子が積層さ
れた構造の３Ｄパッケージの半導体装置（Ｓｔａｃｋｅｄ－ＰＫＧ）において、隣接する
半導体素子同士を接着するための接着剤としても用いられる。
【００９５】
　上記フィルム状接着剤の用途のうち、このフィルム状接着剤を備える半導体装置につい
て図面を用いて具体的に説明する。ただし、上述のフィルム状接着剤の用途は、以下に説
明する実施形態に係る半導体装置に限定されるものではない。
【００９６】
　図６は、本発明に係る半導体装置の一実施形態を示す模式断面図である。図６に示す半
導体装置６０は、半導体素子９が、上述のフィルム状接着剤によって形成されたダイボン
ディング層１を介して支持部材１０に接着され、半導体素子９の接続端子（図示せず）が
ワイヤ１１を介して外部接続端子（図示せず）と電気的に接続され、更に、封止材層１２
によって封止された構成を有している。
【００９７】
　図７は、本発明に係る半導体装置の別の実施形態を示す模式断面図である。図７に示す
半導体装置７０は、一段目の半導体素子９ａが上記フィルム状接着剤によって形成された
ダイボンディング層１を介して支持部材１０に接着され、半導体素子９ａの上に半導体素
子９ｂが上記フィルム状接着剤によって形成されたダイボンディング層１を介して接着さ
れ、全体が封止材層１２によって封止された構成を有している。半導体素子９ａ及び半導
体素子９ｂの接続端子（図示せず）は、それぞれワイヤ１１を介して外部接続端子と電気
的に接続されている。
【００９８】
　図６及び図７に示す半導体装置（半導体パッケージ）は、本実施形態に係るフィルム状
接着剤を用いたダイボンディング工程と、これに続いてワイヤボンディング工程、封止材
による封止工程等の工程を備える製造方法により製造することができる。ダイボンディン
グ工程においては、フィルム状接着剤が積層された半導体素子を、支持部材との間にフィ
ルム状接着剤が挟まれるように支持部材の上に載せた状態で、全体を加熱及び加圧するこ
とにより、半導体素子が支持部材に接着される。ダイボンディング工程における加熱の条
件は、通常、２０～２５０℃で０．１～３００秒間である。
【実施例】
【００９９】
　以下、実施例によって本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定
されるものではない。
【０１００】
（合成例）
＜変性アミドイミド樹脂（ＰＡＩＥ－１）の合成＞
　温度計、攪拌機、冷却管、及び窒素流入管を装着した３００ｍＬフラスコ中に、モノマ
ーとして、ポリエーテルアミン（ＢＡＳＦ社製、商品名「Ｄ４００」、数平均分子量：４
５４）１３．６７ｇ（０．０３０１モル）及び無水トリメリット酸（三菱ガス化学社製、
１，２，４－ベンゼントリカルボン酸－１，２－無水物）１１．５９ｇ（０．０６０４モ
ル）、並びに有機溶媒としてＮ－メチル－２－ピロリドン２５ｇを仕込んで撹拌すること
で、有機溶媒中に上記モノマーが溶解した反応液を得た。
【０１０１】
　そこに窒素ガスを吹き込みながら１７５℃で３時間加熱して反応を進行させて、発生す
る水を系外に除去することで、末端にカルボキシル基を有するアミドイミド樹脂の溶液を
得た。得られたアミドイミド樹脂の分子量をＧＰＣにより測定したところ、ポリスチレン
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換算で、数平均分子量（Ｍｎ）が５１６０、重量平均分子量（Ｍｗ）が５３２０であった
。
【０１０２】
　次に、上記アミドイミド樹脂の溶液中に、可撓性骨格を有するビスフェノール型エポキ
シ樹脂（大日本インキ化学社製、商品名「ＥＸＡ－４８５０－１０００」、数平均分子量
：６８６）２４．８０ｇ（０．０３６２モル）、及びＮ－メチル－２－ピロリドン２０ｇ
を添加して、１００℃で８時間加熱して反応を進行させることにより、変性アミドイミド
樹脂（ＰＡＩＥ－１）の溶液を得た。得られた変性アミドイミド樹脂の分子量を上述と同
様にして測定したところ、Ｍｎが１２３００、Ｍｗが５６３００であった。
【０１０３】
＜変性アミドイミド樹脂（ＰＡＩＥ－２）の合成＞
　温度計、攪拌機、冷却管、及び窒素流入管を装着した３００ｍＬフラスコ中に、モノマ
ーとして、ポリエーテルジアミン（ＢＡＳＦ社製、商品名「Ｄ２０００」、数平均分子量
：１９２３）２６．５２ｇ（０．０１５モル）、１，３－ビス（３－アミノプロピル）テ
トラメチルジシロキサン（信越化学社製、商品名「ＬＰ－７１００」）１．６５ｇ（０．
００７５モル）、２，２－ビス（４－アミノフェノキシフェニル）プロパン（和歌山精化
社製、商品名「ＢＡＰＰ」）２．７２ｇ（０．００７５モル）、及び無水トリメリット酸
（三菱ガス化学社製、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸－１，２－無水物）１０．１
９ｇ（０．０６０４モル）、並びに有機溶媒としてＮ－メチル－２－ピロリドン６１．３
３ｇを仕込んで撹拌することで、有機溶媒中に上記モノマーが溶解した反応液を得た。
【０１０４】
　そこに窒素ガスを吹き込みながら１８０℃で３時間加熱して反応を進行させて、発生す
る水を系外に除去することで、末端にカルボキシル基を有するアミドイミド樹脂の溶液を
得た。得られたアミドイミド樹脂の分子量をＧＰＣにより測定したところ、ポリスチレン
換算で、数平均分子量（Ｍｎ）が４７２０、重量平均分子量（Ｍｗ）が５１５０であった
。
【０１０５】
　次に、上記アミドイミド樹脂の溶液中に、可撓性骨格を有するビスフェノール型エポキ
シ樹脂（大日本インキ化学社製、商品名「ＥＸＡ－４８５０－１５０」、数平均分子量：
９０８）２８．９２ｇ（０．０３６２モル）、及びＮ－メチル－２－ピロリドン６８．３
２ｇを添加して、１５０℃で３時間加熱して反応を進行させることにより、変性アミドイ
ミド樹脂（ＰＡＩＥ－２）の溶液を得た。得られた変性アミドイミド樹脂の分子量を上述
と同様にして測定したところ、Ｍｎが１２４００、Ｍｗが４８３００であった。
【０１０６】
＜変性アミドイミド樹脂（ＰＡＩＥ－３）の合成＞
　温度計、攪拌機、冷却管、及び窒素流入管を装着した３００ｍＬフラスコ中に、モノマ
ーとして、ポリエーテルアミン（ＢＡＳＦ社製、商品名「Ｄ４００」、数平均分子量：４
５４）１３．６７ｇ（０．０３０１モル）及び無水トリメリット酸（三菱ガス化学社製、
１，２，４－ベンゼントリカルボン酸－１，２－無水物）１１．５９ｇ（０．０６０４モ
ル）、並びに有機溶媒としてＮ－メチル－２－ピロリドン２５ｇを仕込んで撹拌すること
で、有機溶媒中に上記モノマーが溶解した反応液を得た。
【０１０７】
　そこに窒素ガスを吹き込みながら１７５℃で３時間加熱して反応を進行させて、発生す
る水を系外に除去することで、末端にカルボキシル基を有するアミドイミド樹脂の溶液を
得た。得られたアミドイミド樹脂の分子量をＧＰＣにより測定したところ、ポリスチレン
換算で、数平均分子量（Ｍｎ）が５１６０、重量平均分子量（Ｍｗ）が５３２０であった
。
【０１０８】
　次に、上記アミドイミド樹脂の溶液中に、可撓性骨格を有するビスフェノール型エポキ
シ樹脂（大日本インキ化学社製、商品名「ＥＸＡ－４８５０－１０００」、数平均分子量
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：６８６）１７．１５ｇ（０．０２５０モル）、及びＮ－メチル－２－ピロリドン２０ｇ
を添加して、１００℃で８時間加熱して反応を進行させることにより、変性アミドイミド
樹脂（ＰＡＩＥ－３）の溶液を得た。得られた変性アミドイミド樹脂の分子量を上述と同
様にして測定したところ、Ｍｎが１２７００、Ｍｗが３９２００であった。
【０１０９】
＜ポリイミド樹脂（ＰＩ－１）の合成＞
　温度計、攪拌機、冷却管、及び窒素流入管を装着した３００ｍＬフラスコ中に、モノマ
ーとして、１，１２－ジアミノドデカン２．１０ｇ（０．０３５モル）、ポリエーテルジ
アミン（ＢＡＳＦ社製、商品名「Ｄ２０００」、数平均分子量：１９２３）１７．３１ｇ
（０．０３モル）、及び１，３－ビス（３－アミノプロピル）テトラメチルジシロキサン
（信越化学社製、商品名「ＬＰ－７１００」）２．６１ｇ（０．０３５モル）、並びに有
機溶媒としてＮ－メチル－２－ピロリドン１１３ｇを仕込んで撹拌することで、有機溶媒
中に上記１，１２－ジアミノドデカン及びポリエーテルジアミンが溶解した反応液を得た
。次いで、そこに４，４’－（４，４’－イソプロピリデンジフェノキシ）ビス（フタル
酸二無水物）１５．６２ｇ（０．１モル）を少量ずつ添加すると共に、窒素ガスを吹き込
みながら１８０℃で５時間加熱して反応を進行させて、発生する水を系外に除去すること
で、ポリイミド樹脂（ＰＩ－１）の溶液を得た。得られたポリイミド樹脂の分子量をＧＰ
Ｃにより測定したところ、ポリスチレン換算で、数平均分子量（Ｍｎ）が２０８００、重
量平均分子量（Ｍｗ）が７００００であった。また、得られたポリイミド樹脂のガラス転
移温度（Ｔｇ）は２２℃であった。
【０１１０】
＜ポリイミド樹脂（ＰＩ－２）の合成＞
　温度計、攪拌機、冷却管、及び窒素流入管を装着した３００ｍＬフラスコ中に、モノマ
ーとして、２，２－ビス（４－アミノフェノキシフェニル）プロパン６．８３ｇ（０．０
５モル）及び４，９－ジオキサデカン－１，１２－ジアミン３．４０ｇ（０．０５モル）
、並びに有機溶媒としてＮ－メチル－２－ピロリドン１１０．５ｇを仕込んで撹拌するこ
とで、有機溶媒中に上記各ジアミンが溶解した反応液を得た。次いで、そこにデカメチレ
ンビストリメリテート二無水物１７．４０ｇ（０．１モル）を少量ずつ添加すると共に、
窒素ガスを吹き込みながら１８０℃で５時間加熱して反応を進行させて、発生する水を系
外に除去することで、ポリイミド樹脂（ＰＩ－２）の溶液を得た。得られたポリイミド樹
脂の分子量をＧＰＣにより測定したところ、ポリスチレン換算で、数平均分子量（Ｍｎ）
が２８９００、重量平均分子量（Ｍｗ）が８８６００であった。また、得られたポリイミ
ド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は７３℃であった。
【０１１１】
＜ポリイミド樹脂（ＰＩ－３）の合成＞
　温度計、攪拌機、冷却管、及び窒素流入管を装着した３００ｍＬフラスコ中に、モノマ
ーとして、２，２－ビス（４－アミノフェノキシフェニル）プロパン１３．６７ｇ（０．
１モル）、及び有機溶媒としてＮ－メチル－２－ピロリドン１２４ｇを仕込んで撹拌する
ことで、有機溶媒中に上記ジアミンが溶解した反応液を得た。次いで、そこにデカメチレ
ンビストリメリテート二無水物１７．４０ｇ（０．１モル）を少量ずつ添加すると共に、
窒素ガスを吹き込みながら１８０℃で５時間加熱して反応を進行させて、発生する水を系
外に除去することで、ポリイミド樹脂（ＰＩ－３）の溶液を得た。得られたポリイミド樹
脂の分子量をＧＰＣにより測定したところ、ポリスチレン換算で、数平均分子量（Ｍｎ）
が２２８００、重量平均分子量（Ｍｗ）が１２１０００であった。また、得られたポリイ
ミド樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は１２０℃であった。
【０１１２】
（実施例１）
　上記で得た変性アミドイミド樹脂（ＰＡＩＥ－１）の溶液と、表１に示す各原料（エポ
キシ樹脂、硬化剤、硬化促進剤及びフィラー）とを、表１に示す組成（質量部）になるよ
うに均一に混合してワニスを調製した。このワニスを、４０μｍの厚さになるように基材
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フィルム（剥離剤処理ＰＥＴフィルム）上に塗布し、オーブン中８０℃で３０分加熱した
。その後、更に１５０℃で３０分加熱することにより有機溶媒を除去した。そして、室温
まで冷却後、基材フィルムを剥離してフィルム状接着剤を得た。
【０１１３】
【表１】

 
【０１１４】
（実施例２～７）
　表１に示す原料及び組成で調製したワニスを用い、実施例１と同様にして、変性アミド
イミド樹脂を含有する厚さ４０μｍのフィルム状接着剤を得た。
【０１１５】
（比較例１～５）
　表２に示す原料及び組成で調製したワニスを用い、実施例１と同様にして、ポリイミド
樹脂を含有する厚さ４０μｍのフィルム状接着剤を得た。
【０１１６】
【表２】

 
【０１１７】
　なお、表１、２に示した原料の具体的な内容は以下のとおりである。
・ＥＳＣＮ－１９５：住友化学社製商品名、クレゾールノボラック型固体状エポキシ樹脂
（エポキシ当量２００）、
・Ｈ－１：明和化成社製商品名、フェノールノボラック（水酸基当量：１０３）、
・２Ｐ４ＭＨＺ：四国化成社製商品名、２－フェニル－４－メチル－５－ヒドロキシメチ
ルイミダゾール
・ＨＰ－Ｐ１：水島合金鉄社製商品名、窒化ホウ素（平均粒子径：１．０μｍ、最大粒子
径：５．１μｍ）
また、表１、２中の各成分の組成は、フィラーがワニス中の固形分の全体量に対する体積
％、その他の成分が変性アミドイミド樹脂及びポリイミド樹脂１００質量部に対する質量
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部で表されている。
【０１１８】
（フィルム状接着剤の評価）
　実施例１～７、及び比較例１～５のフィルム状接着剤について、以下に示すような方法
で、主分散ピーク温度、フロー量、溶融粘度、２６０℃における貯蔵弾性率、ピール強度
、剪断接着強度及び５％重量減少温度を測定した。結果を表３、４にまとめて示す。
【０１１９】
【表３】

 
【０１２０】

【表４】

 
【０１２１】
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＜主分散ピーク温度＞
　３５ｍｍ×１０ｍｍのサイズに切り出したフィルム状接着剤（Ｂステージ）を試験片と
し、レオメトリックス製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」（商品名）を用いて、昇温速
度５℃／分、周波数１Ｈｚ、測定温度－１５０℃～３００℃の条件で測定することにより
、ｔａｎδが極大値を示した温度を、フィルム状接着剤の主分散温度とした。なお、ｔａ
ｎδが複数の極大値を示した場合には、それらのうち最も大きい極大値を示した温度を主
分散ピーク温度とした。
【０１２２】
＜フロー量＞
　１０ｍｍ×１０ｍｍのサイズに切り出した、ＰＥＴ基材（５０ｍｍ厚）付きのフィルム
状接着剤の試験片を、２枚のスライドグラス（ＭＡＴＳＵＮＡＭＩ社製、７６ｍｍ×２６
ｍｍ、厚さ１．０～１．２ｍｍ）の間に挟み、１８０℃の熱盤上で全体に１００ｋｇｆ／
ｃｍ２の荷重を加えながら９０秒間加熱した。加熱した後におけるＰＥＴ基材からのフィ
ルム状接着剤のはみ出し量を目盛り付き光学顕微鏡で観測し、その最大値をＢステージで
のフロー量とした。
【０１２３】
＜溶融粘度＞
　まず、フィルム状接着剤（Ｂステージ）を３～７枚重ねて貼り合わせ、１００～３００
μｍ厚の積層フィルム状の試料を得た。次いで、レオメトリック・サイエンティフィック
社製、回転型レオメーター（商品名「ＡＲＥＳ」）を用いて、下記のようにして溶融粘度
を測定した。まず、２枚の平行に配置した円板（直径８ｍｍ）で、上記試料を試料厚みよ
り２～５μｍ小さなギャップ幅で挟み、上記レオメーターの所定位置に設置した。次に、
このレオメーターにより、周波数：１Ｈｚ、歪み：５％、昇温速度：５℃／分、測定温度
：３０～３００℃の条件で溶融粘度を測定した。なお、測定時の５０～１５０℃の温度領
域（Ｔｇ付近）における複素粘度の極小値を溶融粘度とした。
【０１２４】
＜２６０℃における貯蔵弾性率＞
　３５ｍｍ×１０ｍｍのサイズに切り出したフィルム状接着剤（Ｂステージ）を試験片と
し、レオメトリックス社製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」（商品名）を用いて、昇温
速度５℃／分、周波数１Ｈｚ、測定温度－１５０℃～３００℃の条件で測定することによ
り、２６０℃における貯蔵弾性率を求めた。また、Ｂステージにあるフィルム状接着剤を
オーブン中で１８０℃、５時間加熱硬化することでＣステージのフィルム状接着剤を得た
。このフィルム状接着剤について上述と同様にして２６０℃における貯蔵弾性率を求めた
。
【０１２５】
　なお、貯蔵弾性率の値が０．００１ＭＰａを下回る場合は「メルトフロー」とした。
【０１２６】
＜ピール強度＞
　図８に示すような、プッシュプルゲージ１４に取り付けられたロッドの先端に、取っ手
１６が支点１７の周りで角度可変に設けられた接着力評価装置を用い、以下のようにして
半導体素子（シリコンチップ）９とフィルム状接着剤１との間のピール強度を測定した。
【０１２７】
　まず、厚さ０．１ｍｍの有機基板の片面に厚さ１５μｍのソルダーレジスト層が積層さ
れた支持基板１３のソルダーレジスト層側の面と、厚さ０．４ｍｍで６．５ｍｍ×６．５
ｍｍのサイズで突起部を有する半導体素子９との間に、６．５ｍｍ×６．５ｍｍのサイズ
のフィルム状接着剤１を挟んだ状態で、フィルム状接着剤１の主分散ピーク温度＋１００
℃の温度に加熱しながら半導体素子９の１枚当たり５００ｇｆの圧力で３秒間加圧するこ
とによりダイボンディングした。その後、トランスがーモールドの加熱及び加圧条件に相
当する条件として、１８０℃、半導体素子９の１枚当たり５ｋｇｆの圧力で９０秒間加熱
して圧着した。更に、その後のフィルム状接着剤１を１８０℃で５時間加熱して硬化した
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っ掛けた状態で、取っ手１６を０．５ｍｍ／秒で移動させたときの剥離応力をプッシュプ
ルゲージ１４で測定することにより、ピール強度を求めた。
【０１２８】
＜剪断接着強度＞
　２６０℃の熱盤１５上で２０秒加熱する段階までは上記ピール強度の測定と同様の操作
を行った。次いで、測定速度：０．０５ｍｍ／ｓｅｃ、（テスト高さ：５０μｍ）の条件
で、半導体素子９に対する、その剪断方向におけるフィルム状接着剤１の接着強度を測定
し、このときの値を剪断接着強度とした。
【０１２９】
＜５％重量減少温度＞
　Ｂステージにあるフィルム状接着剤をオーブン中で１８０℃、５時間加熱硬化すること
でＣステージのフィルム状接着剤を得た。このＣステージ状態のフィルム状接着剤を乳鉢
で細かく砕いて得た粉末を試料とした。この試料について、エスアイアイナノテクノロジ
ー社製示差熱熱重量同時測定装置（商品名「ＥＸＳＴＡＲ　６３００」）を用いて、昇温
速度：１０℃／分、空気流量：８０ｍＬ／分、測定温度：４０℃～４００℃の条件で熱重
量分析を行った。この熱重量分析から、５％重量減少温度を求めた。
【図面の簡単な説明】
【０１３０】
【図１】本発明によるフィルム状接着剤の一実施形態を示す模式断面図である。
【図２】本発明による接着シートの一実施形態を示す模式断面図である。
【図３】本発明による接着シートの別の一実施形態を示す模式断面図である。
【図４】本発明による接着シートの更に別の一実施形態を示す模式断面図である。
【図５】本発明による接着シートのなおも更に別の一実施形態を示す模式断面図である。
【図６】本発明に係る半導体装置の一実施形態を示す模式断面図である。
【図７】本発明に係る半導体装置の別の実施形態を示す模式断面図である。
【図８】実施例におけるピール強度の測定装置を示す模式部分断面図である。
【符号の説明】
【０１３１】
　１…フィルム状接着剤、２、７…基材フィルム、３…保護フィルム、６…粘着剤層、８
…ウエハ、２０、３０、４０、５０…接着シート、６０、７０…半導体装置。
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